
地域防災協働態勢を支援するシス

テムと防災拠点の構築 

DEVELOPMENT OF INFORMATION 
SYSTEMS AND BASE FOR 
COLLABORATIVE ACTIVITIES IN 
DISASTER MITIGATION 

 

 

飛田 潤-----*1 福和伸夫-----*2 中野 優-----*3 

 

キーワード： 

地域防災、災害情報、リアルタイムモニタリング、ネットワークカメラ、地

震計、ウェブインターフェイス 

Keywords: 

Disaster mitigation, Disaster information, Real time monitoring, Network 

live camera, Seismograph, Web interface 

 

 

 

 

Jun TOBITA   Nobuo FUKUWA   Masaru NAKANO 

 

A series of information systems for communitｙ disaster mitigation 

activities is developed as following subsystems: (1)Connection of 

satellite communication network with prefecture office, (2)Multiscreen 

system for various disaster information, (3)Live cameras, seismographs 

and earthquake emergency alarms connected over the Internet with 

some universities in the Chubu area, and with 8 sites in Nagoya Univ.,  

(4)Dense real-time vibration monitoring at three major buildings in the 

university, including base-isolated building. Base rooms for regional 

disaster mitigation activities have developed with the presenting 

systems in the building of the school of environmental studies, Nagoya 

University. 

 

 

 

 

１．はじめに 

東海地域は明治以降だけでも濃尾地震・東南海地震・三河地震と

いう死者千人を超す大震災に繰り返し見舞われ、また伊勢湾台風・

東海豪雨という甚大な風水害も経験するなど、歴史的に幾多の大災

害を被ってきた。さらに東海地震・東南海地震が近い将来に発生す

る可能性があり、東海地域全域にわたる激甚災害に備えての対応が

国・県レベルで急速に進められている。このような広域巨大災害の

ための防災対策は、行政によるトップダウン的対応だけでは不足で

あり、地域社会が一体となったボトムアップ的な取り組みが不可欠

である。すなわち行政、住民、技術者、研究者、ボランティア・NPO、

マスメディア、教育者など、さまざまな立場での連携による防災活

動の重要さが認識されてきている。そのためにはヒト（地域防災を

支える人づくり・人間関係作り）・コト（地域に根ざした情報、知見、

研究など）・モノ（拠点、道具、システムなど）の各側面からの充実

が欠かせない。本論で扱うのは、ヒト・コトの展開のベースとなる

各種システムであり、またそれを利用した活動の場としての拠点整

備である。 

筆者らはこれまでにネットワークを利用した強震観測システム

の開発 1~2)を通じてモニタリング技術の基礎を検討し、また双方向災

害情報システムの枠組みを提示し、インターネット・モバイル技術

を用いたシステムの設計・開発を行っている 3~7)。ここではそれらの

技術を集約し、地域防災に関わるさまざまな立場の人々の協働態勢

を推進するためのシステム群の開発を行う。またそれらのシステム

を利用し、さらに多様な資料・展示物・教材 8)・プログラムなどを

備えた地域防災活動の拠点を名古屋大学内に整備している。 

２．システムの全体構成 

図１にシステムの全体概要を示す。図中太字の５サブシステムか

らなるもので、それぞれ以下に概要を説明する。 

2.1 自治体衛星通信網接続 

愛知県の自治体衛星通信網の子局のひとつとして整備されており、

市町村などが備えるものと同等で、パラボラアンテナ（1800mmφ）、

各種通信装置、映像・音声装置などからなる。災害時には映像等の

各種情報の送受信やホットラインなどに用い、平常時は、自治体に

対する映像を含む情報配信や講義等にも積極的に活用することによ

り、自治体と研究機関の協働を推進する役割も果たす。 

2.2 総合的災害対応マルチビューア 

既往の各種災害情報システムのサーバやウェブサーバ等 1~7)を統

合し、衛星通信や後述するネットワークカメラ、地震警報なども加

え、さらにインターフェイスの統一などにより、中部圏における防

災情報を一望できるシステムを構築している。情報表示部として、

100インチ×3面マルチスクリーンを設置し、情報の総合的な判断や

評価を行う。マルチスクリーンはマルチモニタに対応した PC と 3

台の液晶プロジェクタにより構成され、一般の大型マルチスクリー

ンよりはるかに安価に実現されている。PC、テレビ放送、VTR、衛

星通信、書画カメラなどの各種情報ソースを自在に切り替えるマト

リクススイッチャを備え、横 3 面連続、3 面独立、さらに細分化な

ど柔軟な画面構成での表示が可能である。後述する防災拠点のミー

ティングスペースに設置され、平常時は災害研究に関する情報収集

のほか、研究会・勉強会や集会等に利用され、災害時は多様な情報

の表示による災害対応に用いられる。 
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2.3 大学間地震情報共有ネットワーク 

中部圏の大学等（現状では名古屋大学、名古屋工業大学、三重大

学、岐阜大学、静岡大学、信州大学、豊橋技術科学大学、豊田工業

高等専門学校）にネットワーク接続された地震計・ライブカメラ・

地震警報受信装置を設置し、振動波形と映像のデータを名古屋大の

サーバに送信してリアルタイムモニタリングを可能にするとともに、

地震警報の受信と表示を行う。 

モニタリング表示はウェブインターフェイスとなっており、図２

に全地点のカメラによる同時映像表示と、各地点の振動・映像表示

画面を示す。各地点のサーバには過去一定時間の映像が保存され、

地震計トリガ作動時には地震記録と同時にスキップバック映像も保

存される。これらは名古屋大学のサーバに転送されて確認できるほ

か、災害によるネットワーク切断時にも各地点のディスクに保存さ

れ、停電時でも無停電電源装置（UPS）により数十分間は動作する。 

地震警報装置については、気象庁からのナウキャスト情報を名古

屋大学でテスト受信しており、それに名古屋大学独自の観測点（東

海・東南海地震を対象とした静岡県御前崎と和歌山県新宮）のデー

タを加えて警報信号を生成する。警報表示はネットワーク経由で警

報信号を受信し、3 色のシグナルタワー点滅および警報音で知らせ

る。なお、これらの情報を PC 画面上でわかりやすく表示する常駐

ソフトウェアの開発も進めている。 

以上のシステムは、中部地域広域の地震被災状況をモニタリング

するために活用されるとともに、相互に状況確認できるシステムの

設置を通して大学間の平常時からの協働態勢の構築を意図したもの

である。 

2.4 名古屋大学リアルタイムモニタリング 

前項で用いたシステムを、そのまま大学キャンパス内にも配置し、

図１ 防災拠点創成・地域協働支援システムの全体構成 

(a)全地点の映像表示画面 

(b) 各地点の振動・映像表示画面 

図２ ネットワークカメラと地震計のデータ表示 

総合的災害対応
マルチビューアーシステム 



主要な地点や建物内外の状況確認に用いる。大学内はネットワーク

環境が整っているため、設置の際の配線工事等は最小限で十分な場

合が多い。状況表示はウェブで行われ、特別なソフトウェアを必要

としないため、事務系部署への普及の障害も少ない。地震警報装置

については、大学内の実験室や危険物取り扱い部署、病院の手術室

など危険性の高い箇所での利用が考えられる。さらに、これらのシ

ステムの設置による大学構成員の防災対策意識の向上も重要であり、

実験器具や家具の固定などの安全対策も同時に提案・相談すること

が多い。平常時には、カメラは防犯に、また振動センサは環境振動

監視・対策に活用することもできる。 

2.5 建築物地震時挙動高密度モニタリング 

名古屋大学内の建築的に特徴のある以下の 3建物について、高密

度強震観測システムを構築した。 

(1) 環境総合館、PCaPC造 7階建、既製杭。上部構造 15成分、杭中

12成分、周辺地表・工学的基盤 9成分の加速度計を設置。常時

の振動を多点で観測し、建物の立体挙動として表示。 

(2) 附属病院中央診療棟、基礎免震、SRC-RC8 階建、場所打杭。上

部構造、免震ピット下など建物 19 成分、杭中 18 成分、地表・

地中 GL-100mに 9成分の加速度計を準備。振動の状況は映像や

警報と合わせて病院事務室等で確認できる予定。 

(3) IB電子情報館、既設の S造 10階建に加え、SRC造 7階建、RC

造 5階建などが隣接して増築された。既設棟 10成分、増築棟 19

成分、地表 3 成分の加速度計を設置。構造、高さの異なる建物

の挙動や隣棟間相互作用の影響などを検討できる。 

以上の観測は、フォースバランス型加速度センサー、フルスケー

ル 2G、収録機は 20bitA/D変換、サンプリング 100Hzである。収録

機はすべてネットワーク接続されており、別建物のサーバで自動デ

ータ収集やオンラインメンテナンスができる。マニュアルトリガに

よる常時微動計測も可能な精度を有しており、長期にわたる連続観

測による建物の変化やヘルスモニタリングへの応用も考えられる。 

さらに(1)環境総合館では、気温、湿度、風向風速、降雨量、日射

量などの気象観測、建物内の電力・ガス消費のリアルタイムモニタ

リングも行っており、振動も加えたトータルな環境モニタリングシ

ステムを構築した。モニタリング画面例を図３に示す。ブラウザの

全画面表示によるウェブ画面であり、立体振動の表示には VRML

（Virtual Reality Modeling Language）を用い、自由な視点から望むこ

とが可能である。これらのモニタリングは地震応答・環境振動特性

の研究、エネルギー消費の監視などに活用されると同時に、１階ロ

ビーに表示画面を設置することにより、リアルタイムモニタによる

環境・防災意識啓発にも活用されている。 

 

３．システムを構成する技術の展望 

本システムにおいては、衛星通信以外は主にインターネットによ

る情報通信を利用して開発している。インターネットは、平常時か

ら災害時まで連続して、広域にわたる多機関・多様な利用者が活用

できる柔軟なシステムを、安価かつ安定して維持するために有用な

通信手段のひとつと考えられる。大学内は従来から LAN 接続環境

が整備されており、利用は容易であったが、昨今の常時接続の普及

により一般家庭への応用も十分可能となった。激甚災害時には必ず

しもすべての接続が安定するとは限らないが、サーバの分散多重化

などにより広域でバックアップ体制を取る、映像のスキップバック

データを一定時間残すことで接続が維持できない場合でも切断直前

までの状況確認が行えるようにするなど、システム開発上の工夫も

行っている。 

またウェブインターフェイスの標準化も一般ユーザーを対象にす

る際は特に重要な技術であり、表示のための特別なソフトウェアを

必要としないことで、利用性が高まる。そのほかにも長期安定稼動、

データ保護、動作レスポンス確保、通信容量の制約への対応、イン

ターフェイスの検討、セキュリティ確保、将来的な汎用性など、本

システムで開発した各種システム技術に関しては、個々のシステム

の詳細とともに稿を改めて順次報告する予定である。 

非常時の問題のひとつは電源確保である。一般の大学建物は非常

電源設備を備える余裕がなく、また緊急時の設備に対する必要性の

説明も困難である。本システムの主要部を設置する環境総合館では

井水ポンプと共用した自家発電設備により、災害直後に通信設備や

照明等に最低限の電力供給を続けるところまでは対応されている。

重要機器には UPSも準備され、停電によるデータ破損を防いでいる。 

 

４．地域防災拠点の整備 

先に述べた地域防災に関わるヒト・コト・モノ作りを総合的に進

めるために、地域防災交流拠点を名古屋大学環境総合館に整備して

いる。図４に部屋の全体配置などを示した。これらは地域と学内に

開放し、多くの人々の交流を通じて防災活動の活性化を図るために

計画されている。地域防災交流ホールのミーティングスペースには

3 面マルチスクリーンと衛星通信設備端末、各種映像機器などが設

置され、30～50人程度までの利用が可能である。通常は防災に関連

する集会や交流に使用し（図５）、災害時には情報収集・災害対応の

検討などを行う場となる。 

展示スペースは、防災に関する各種資料、システム、教材、パネ

ル、グッズなどを備え、防災学習や意識啓発の場となる。たとえば

振動教材「ぶるる」8)などを実際に試してみることもできる。さら

には展示物をもとに各自の防災活動へ活用するための独自の資料や

教材を工夫するなど、単に展示を見るだけでなく、コミュニケーシ

ョンを通じて利用者が能動的に活用するための設定も試みつつある。 

図３ 総合環境モニタリングの表示画面 



災害アーカイブは災害関係資料を集積・整理するものである。特

に東海地域の災害資料の充実を目指し、書籍だけではなく、一般に

入手しにくい報告書や自治体等のパンフレット類、写真・映像、デ

ータや物品なども重視している。地域に残る過去の災害の教訓を取

材・整理する活動も行っており、資料＋インタビューなどの情報も

ある。このような多岐に渡る資料を効率的に活用するために、画像

その他を含んだデータベースシステムを整備中である。本報告の前

半で述べた各種システムの主要部も、この部屋に収められている。 

５．まとめ 

平常時から災害時まで有効に機能して地域の協働態勢の構築を強

力にバックアップし、また啓発活動などにも活用しうる各種システ

ムの開発概要を述べた。 

大規模災害時にはこのような拠点システムを用いて、大学の地

震・地理・土木・建築・社会・心理などの分野の専門家の連携によ

る災害情報収集・分析力を活かし、行政や専門家のための情報・知

見の提供を行うことになる。また、環境総合館を国内外に向けたク

リアリングハウスとすることも検討されている。 

平常時には、マルチスクリーンをはじめとする本システムを備え

た地域防災交流ホールは、行政担当者、防災関係技術者、研究者、

教育、マスメディア、ボランティア・NPO、そして児童・学生や地

域住民などに活発に利用され、研究会・勉強会・集会など日常の様々

な交流が行われている。大学の専門家が脇にいて様々なプログラム

を提供できることも含めて、従来、地域にも大学にもなかったタイ

プの拠点として認められつつある。このような機能は、将来的には

第三セクターによるシンクタンクなどへと発展してゆくことが考え

られ、大学は現状でその中継ぎとしての役割を担っている 
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図４ 地域防災拠点整備 
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地域防災交流ホール 

図５ マルチスクリーンを利用したミーティング 

図６ 地域防災交流ホールの情報コーナー 


